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平成１９年８月２９日 
                                   総務局総務部職員課 
 

千葉市職員互助会に係る一連の住民監査請求について 

 
 市民のみなさまには、平素より本市の行政運営にご協力いただき厚く御礼申し上げます。 

 さて、地方公務員法第４２条に定める職員の福利厚生事業を実施するため、市が補助金を交付して
おりました千葉市職員互助会に対しまして、３件の住民監査請求があり、うち２件に関しましては、
互助会に対して補助金等の返還請求等を行うなどいたしました。 

 市民のみなさまには、ご心配とご迷惑をおかけしましたこと、お詫び申し上げます。 
 今後職員への福利厚生事業については、より適切な事業遂行に努めてまいりますので、一層のご理
解を賜りたくお願い申し上げます。 
 ここに一連の住民監査請求の内容と市の対応等について下記のとおりご説明させていただきますが、

平成１８年度事業分から当分の間は、互助会へ市補助金を交付しないこととしましたので、ご報告い
たします。 
 なお、互助会の概要及び事業内容等につきましては、別途ホームページ内の「千葉市職員互助会の

概要」をご覧ください。 
 

 

記 
 

１ 住民監査請求事案及び監査結果について 
 

（１）平成１９年１月２２日付け 
    「千葉市職員措置請求」（職員会館内会議室等の使用料及び光熱水費の返還請求） 
      ≪監査結果≫：棄却（※請求人の求める措置を市が既に講じたことによる） 

 
（２）平成１９年３月９日付け 
    「千葉市職員措置請求（貯め込み金）に関して」（積み立てられた補助金の返還請求） 

      ≪監査結果≫：市へ勧告（請求人の主張を認め市は千葉市職員互助会に対して過去５年
間の補助金の一部を返還請求等すること） 

 
（３）平成１９年３月２８日付け 

    「千葉市職員措置請求（千葉市職員互助会給付事業不当利得返還等の請求）」 
                          （互助給付金の返還請求） 
      ≪監査結果≫：棄却（※互助給付金給付事業及び当該事業の清算に要した経費並びに清

算残金については、互助会の不当利得とはならない。） 
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２ 住民監査請求の個別の内容と対応について 
 
（１）「千葉市職員措置請求」（職員会館内会議室等の使用料及び光熱水費の返還請求）について 
  ア 請求内容 

 
  
 

 
 
 

 
 
  イ 当時の状況について 
  （ア）職員会館について 

      地方公務員法第４２条に定める「職員の元気回復」を目的に、厚生施設として職員会館
を昭和４９年に千葉中央コミュニティセンター８階及び４階の一部に設置し、同年７月 
３０日及び昭和５１年４月１日付けで、市と互助会で締結した「千葉市職員会館に関する

協定書」により、互助会が使用してきました。 
       
  （イ）会議室の賃貸借契約等について 

     ８階会議室について、市は昭和４９年以降、短期かつ継続的に借用し、使用の都度申し込
みをして使用料金を支払っていましたが、平成４年度からは使用実態が常時継続的になった
ことから､一部会議室について使用に関する賃貸借契約書を互助会と締結しました。また、４
階部分の一部については、互助会が昭和４９年から平成２年度まで軽食喫茶を営業していた

部分を、平成３年４月に会議室３室に改修し、同年５月より庁用共用会議室として借り上げ、
平成６年度からは課執務室として借り上げて使用していました。 

          

  （ウ）光熱水費等について 
     市職員労働組合が設置した電話の料金を除き、全額を市が負担していました。 
 

  ウ 市の対応（請求等） 
    使用許可の範囲を超えた不適切な取扱があったと判断し、平成１９年２月２８日に協定書、
賃貸借契約書等の解除について互助会へ申入れ、合意書を取り交わし当初から効力を有しない
ことを確認しました。 

    また今後の取扱を改めるとともに、同日付けで以下のとおり会議室等の使用料及び光熱水費
等を互助会へ請求しました。 

 

 
会議室使用料 

 

  
 60,123,863円 

 

賃貸借契約に基づき、市が支払った賃料は民法上の債権とし
て１０年分、市以外の団体が支払った使用料は、公法上（使

用許可）の債権として５年分 

光熱水費  27,080,541円 公有財産規則に定める受益者負担の原則に基づき５年分 

上記利息  16,637,537円 法定利息５％（納付期限に支払われた場合） 

 合  計 103,841,941円 納付期限 平成１９年３月３１日 

ａ 互助会との間のすべての協定および契約等を破棄するとともに、真に福利厚生施設とし
て必要な部分について使用許可等の処置を行うこと。 
ｂ 過去５年間に不当に支払った賃料を互助会に請求すること。 
ｃ 過去５年間に組合が互助会に支払った使用料を互助会に請求すること。 

ｄ 市が不当に支払い、また徴収を怠った過去５年内の、光熱水費、電話料、下水道料金お
よび清掃費等の管理費について合理的な方法で算出し、互助会および互助会委託業者に返
還請求すること。   
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  エ 千葉市職員互助会の対応 
  （ア）平成１９年３月２８日に103,806,103円が市へ納付されました。 
  （イ）職員会館等について平成１９年２月２８日をもって廃止されました。 
 

  オ 監査結果（平成１９年３月２０日公表） 
  （ア）結論（抜粋） 
     平成１９年２月２８日に市及び職員互助会は、協定書及び協議書を解除し、賃貸借契約の

無効を確認し、及び監査請求で求められている内容を上回る請求内容で合意した。さらに、
同年３月１日に市は、互助会等に対し規則に基づき使用許可を行ったことから、請求人の求
める措置は既に講じられていることが認められた。したがって、請求人の主張には理由がな

いものと判断する。 
   （イ）意見（抜粋） 

市民共有の財産である公有財産管理の基本を逸脱した事務処理が行われていたが、今後、
法及び規則に沿った運用を行うという基本を再確認するとともに、その管理の実態が時代の

要請と合致しているかについても常に客観的見地から検証し､適正な公有財産の管理に努め
られたい。 
 

 
（２）「千葉市職員措置請求（貯め込み金）に関して」（積み立てられた補助金の返還請求）について 
  ア 請求内容 

ａ 過去５年間（平成13年度～17年度）に職員互助会の一般会計から貸付事業特別会計及び
互助会資金積立基金に繰り入れ積み立てられた金額2億8,060万8千円（貸付金特別会計1

億4,000万円、積立基金1億4,060万8千円））と、年５分の利息を職員互助会に返還請求
すること。 
ｂ 互助会は、使用目的も無いと思われる貯め込み金を巨額に保有していることから、今後少

なくとも１０年間は補助金の支出を打ち切ること。 
ｃ １６年度貸付金特別会計における貸借対照表の貸倒引当金は、4 百万円であるはずなの
に、2,159,981円とされ、1,840,019円の現預金が消失したことを意味しており､互助会福祉
事業の財源の殆どが補助金によるものとの観点から徹底した調査を求める。 

 

  イ 当時の状況について 
    貸付・基金の過去５年間の繰入額と資産の状況 
                                          （単位：千円） 

 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 合計 

貸付事業特別会計①

(年度末現在高) 
 50,000 
（1,455,396） 

  30,000 
（1,492,025） 

 20,000 
（1,518,669） 

  50,000 
（1,573,346） 

    0 
（1,579,956） 

150,000 
(－) 

別途積立基金② 
(年度末現在高) 

  7,200 
(197,701)  

  22,330 
(220,031)  

  29,625 
(249,656)  

  25,600 
(275,256)  

       0 
(275,256)  

 84,755 
(－) 

厚生施設建設及び

整備積立基金③ 

(年度末現在高) 

   7,200 
(197,701)   

  22,330 
(220,031)   

  29,625 
(249,656)   

  25,600 
(275,256)  

  1,098 
(276,354)  

 85,853 
(－) 

小 計②～③ 
  14,400 
(395,402)   

  44,660 
(440,062)   

  59,250 
(499,312)   

  51,200 
(550,512)  

  1,098 
(551,610)  

170,608 
(－) 
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  ウ 監査結果(平成19年５月７日通知) 
  （ア）結論（抜粋） 
    ・ 過去５年間に互助会に対し支出した補助金のうち、「補助対象事業以外の事業に充てられ

た補助金」である１億７，１２２万９，４６０円について、交付決定の一部取消及び返還
請求を行うこと。 

    ・ 過去５年間に互助会に対し支出した補助金のうち、「必要性がなく返還されるべき補助金」

である３億２，０６０万８，０００円について、返還請求を行うこと。 
  
  （イ）意見（抜粋） 

    ・ 今後の互助会への補助金については、補助金交付規則、補助金交付要綱、財政部長通知
等に基づき、互助会の財政状況を的確に把握し、適正に交付されたい。 

    ・ 互助会の事業については、平成１８年度及び１９年度において補助対象事業や補助率の
明確化等見直しが図られているが、今後とも職員の福利厚生事業については他都市との権

衡や社会情勢を踏まえ適正な範囲のものとするとともに、福利厚生事業が地公法第４２条
に定める地方公共団体の義務であることに鑑み、互助会に対する市の経費負担のあり方に
ついて検討されたい。 

 
  エ 勧告の理由（要旨） 
  （ア）補助対象事業について 

     給付事業には、補助金を充当していないとしているにもかかわらず、過去５年間に給付事
業等、補助対象事業以外へ補助金が一部充当されていたことから、返還を請求すべきである。 

     
  （イ）繰出金（貸付事業・積立基金）に対する補助について 

     過去５年間の積立は必要性がなく、これに対する補助金も必要性がないものであることか
ら､当該繰出金に係る補助金は、違法とまでは言えないが、著しく妥当性を欠き、不当な補助
金の支出と認められることから、返還されるべきである。 

  
  オ 勧告後の市の対応等（平成1９年５月２５日） 
  （ア）「補助対象事業以外の事業に充てられた補助金」について 

     平成１３年度～１７年度までに交付した補助金について、補助金交付規則に基づき交付決
定の一部取消しを行うとともに、取消額に法定利息（年５％）を付して返還するよう互助会
へ命じました。（171,229,460円＋利息） 

  （イ）「必要性がなく返還されるべき補助金」について 

     平成１３年度～１７年度までに交付した補助金のうち、貸付事業特別会計及び積立基金（別
途積立基金・厚生施設建設及び整備積立基金）に積み立てた補助金について、法定利息（年
５％）を付して返還するよう互助会へ請求しました。（320,608,000円＋利息） 

        
  カ 千葉市職員互助会の対応 
    平成1９年６月５日に581,671,642円が市へ返還されました。 
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（３）「千葉市職員措置請求（千葉市職員互助会給付事業不当利得返還等の請求）」 
                         （互助給付金の返還請求）について 
  ア 請求内容 

ａ 過去１０年間の補助金による不当利得分の給付金（退職者分）および不当利得分の精算
金（現役職員分）を互助会に返還請求すること。 

  返還請求額は、解散時の給付金・精算金と１０年前の年金保険積立金との差額とするの
が妥当である。 
ｂ 清算残金についても同様に全額返還請求すること。 
ｃ 現行の給付事業についても廃止を指示し､補助金額の見直しを行うこと。  

  
  イ 監査結果（平成１９年５月２８日公表） 

   【結論】（抜粋） 
 市からの互助会に対する補助金の支出は、補助金交付要綱に違反しておらず、互助給付金給
付事業及び当該事業の清算に要した経費並びに清算残金については、互助会の不当利得とはな

らないものである。 
 したがって、請求人の主張には理由がないものと判断する。 
 

 
 

※住民監査請求の公表資料は、市ホームページの監査委員事務局のﾍﾟｰｼﾞをご欄ください。 
     （http://www.city.chiba.jp/kansa/gyoseikansa/kansakekka.html） 

   
 
 

                      問合せ先：職員課（電話２４５－５０３４）                               


